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１ 障害者虐待防止法の概要



目的 （法第１条）

障害者に対する虐待が障害者の尊厳を害するものであり、障害者の自立

及び社会参加にとって障害者に対する虐待を防止することが極めて重要で

あること等に鑑み、障害者に対する虐待の禁止、障害者虐待の予防及び早

期発見その他の障害者虐待の防止等に関する国等の責務、障害者虐待を受

けた障害者に対する保護及び自立の支援のための措置、養護者に対する支

援のための措置等を定めることにより、障害者虐待の防止、養護者に対す

る支援等に関する施策を促進し、もって障害者の権利利益の擁護に資する

ことを目的とする。

「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律」
（障害者虐待防止法）



障害者基本法第２条第１号に規定する障害者と定義。「身体障害、知的障害、精神

障害（発達障害を含む。）その他心身の機能の障害がある者であって、障害及び社会的障壁により
継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にあるもの」としており、障害者手帳を
取得していない場合も含まれる。１８歳未満の者も含まれる。

障害者

「何人も、障害者に対し、虐待をしてはならない。」

障害者虐待防止法（平成２４年１０月１日施行）障害者虐待防止法（平成２４年１０月１日施行）

（第３条）

障害者虐待防止法第２条第２号

（ア）養護者による虐待・・・家族・親族・同居している人・身辺の世話をする知人等
１８歳未満の場合、通報や虐待対応については児童虐待防止法が適用

（イ）障害者福祉施設従事者等による虐待・・・障害者総合支援法等に規定する施設の業務に従事する者
高齢者関係施設等の利用者には６５歳未満であっても高齢者虐待防止法が適用
児童福祉施設（障害児入所施設・乳児院・児童養護施設等）の利用者には児童福祉法が適用

（ウ）使用者による虐待・・・障害者を雇用する事業主等
就労継続支援A型事業所の場合、施設従事者等・使用者による虐待の両方に該当

障害者虐待

虐待行為の禁止



障害者虐待の例

暴力等によって身体に傷等を生じさせるまた、正当な理由なく身体を拘束すること

事例：殴る・蹴る・平手打ち、居室（個室）への閉じ込め、行動の制限、向精神薬の過剰服薬

性的な行為をすることまた、それをさせること

事例：入浴時における写真撮影及び広報紙への掲載・居室（個室）での性的行為、施設外での性的行為
【留意点】勤務時間外、施設等の敷地外での行為についても障害者福祉施設従事者等による障害者虐待に該当

食事や排泄などの世話や介助をしない、必要な福祉サービスや医療や教育を受けさせない
等によって障害者の生活環境や身体・精神的状況を悪化、又は不当に保持しないこと

事例：利用者同士のトラブルの放置、人員配置を理由とするサービス不提供、徘徊や病気の放置

① 身体的虐待① 身体的虐待

②性的虐待②性的虐待

脅し、侮辱等の言葉や態度、無視や嫌がらせ等により心理的外傷を与えること

事例：暴言、脅し、本人の意思に反したあだ名呼び、他利用者・職員への暴言を見聞きしたことによる精神的苦痛

本人の同意なしに財産や年金、賃金を使ったり勝手に運用し、本人が希望する金銭の
利用を理由なく制限すること

事例：利用者の金銭の私的利用、日常生活に必要な金銭を使わせない

③心理的虐待③心理的虐待

④放棄・放置④放棄・放置

⑤経済的虐待⑤経済的虐待



法第２９条 （就学する障害者に対する虐待の防止等）

学校の長は、教職員、児童、生徒、学生その他の関係者に対する障害及び障害者に関する
理解を深めるための研修の実施及び普及啓発、就学する障害者に対する虐待に関する相談に
係る体制の整備、就学する障害者に対する虐待に対処するための措置その他の当該学校に
就学する障害者に対する虐待を防止するため必要な措置を講ずるものとする。

法第３０条 （保育所等に通う障害者に対する虐待の防止等）

保育所等の長は、保育所等の職員その他の関係者に対する障害及び障害者に関する理解を
深めるための研修の実施及び普及啓発、保育所等に通う障害者に対する虐待に関する相談に
係る体制の整備、保育所等に通う障害者に対する虐待に対処するための措置その他の当該
保育所等に通う障害者に対する虐待を防止するため必要な措置を講ずるものとする。

法第３１条 （医療機関を利用する障害者に対する虐待の防止等）

医療機関の管理者は、医療機関の職員その他の関係者に対する障害及び障害者に関する
理解を深めるための研修の実施及び普及啓発、医療機関を利用する障害者に対する虐待に関
する相談に係る体制の整備、医療機関を利用する障害者に対する虐待に対処するための措置
その他の当該医療機関を利用する障害者に対する虐待を防止するため必要な措置を講ずる
ものとする。

学校・保育所等・医療機関の責務



２ 障害者虐待に係る通報義務



法第６条（障害者虐待の早期発見）
国及び地方公共団体の障害者の福祉に関する事務を所掌する部局その
他の関係機関は、障害者虐待を発見しやすい立場にあることに鑑み、相
互に緊密な連携を図りつつ、障害者虐待の早期発見に努めなければなら
ない。
２ 障害者福祉施設、学校、医療機関、保健所その他障害者の福祉に業
務上関係のある団体並びに障害者福祉施設従事者等、学校の教職員、医
師、歯科医師、保健師、弁護士その他障害者の福祉に職務上関係のある
者及び使用者は、障害者虐待を発見しやすい立場にあることを自覚し、
障害者虐待の早期発見に努めなければならない。
３ 前項に規定する者は、国及び地方公共団体が講ずる障害者虐待の防
止のための啓発活動並びに障害者虐待を受けた障害者の保護及び自立の
支援のための施策に協力するよう努めなければならない。

「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律」
（障害者虐待防止法）



障害者虐待防止等の対応スキーム（概要）

①事実確認（立入調査等）
②措置(一時保護、後見審判請求)

通報
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見

①監督権限等の適切な行使
②措置等の公表
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！関係法律に規定された権限行使（指導等）は市町村も可能



3 千葉県の障害者虐待件数

















ご清聴ありがとうございました。


